
 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく 

（都道府）県計画 

【様式例】 

 

 
平成○○年○月 

○○県 
  

現段階の案であり、今後変更がありえます。 

（※計画作成準備にあたってのご参考） 

資料２－４ 



１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

※なぜこの計画を策定するのか（→医療と介護の連携の推進）等を記載。 

 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

（例）○○県における医療介護総合確保区域については、県西部（○○市、○○市）、県東

部（）…の地域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                       ） 

 

 

(3) 計画の目標の設定等 

① ○○県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（例）○○県においては、○○など、以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解

決し、高齢者が地域において、安心して生活できるようにすることを目標とする。 

    ・ 在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院数 ○○か所 → □□か所 

    ・ 人口 10万人対医師数 ○○人 → □□人 

 

② 計画期間 

  平成 26年○月○日～平成 27年○月○日 

 

■県西部（※医療介護総合確保区域ごとに記載） 

 ① 県西部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

  （例）県西部では、（医療計画に記載されている２次医療圏の課題を記載）という課題

が存在している。この課題を解決するため、上記の記載事項の実現に向けて精力的

に取り組むとともに、以下を目標とする。（注１） 

   ・ 回復期リハビリテーション病床数 ○○床 → □□床 

   ・ 在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院数 ○○床 → □□床 

 

② 計画期間 

平成 26年○月○日～平成 27年○月○日 

 



■県中央部 

  … 以下、同様の内容を区域ごとに記載 

（注１）可能なものについては、具体的な数値目標を記入すること。 

 

 

(4) 目標の達成状況 

※本項目については、平成 27年度以降の都道府県計画において提出いただくことになるため、追って送付。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

（例）平成 26年○月○日 県医師会、歯科医師会から意見聴取。 

   平成 26年○月○日 薬剤師会、看護協会から意見聴取 

   … 

 

 

(2) 事後評価の方法 

（例）計画の事後評価にあたっては、○○会議、あるいは個別分野に関して設置されてい

る協議会等の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行うなどによ

り、計画を推進していきます。 

 

 

 

(3) 事業評価結果 

※本項目については、平成 27年度以降の都道府県計画において提出いただくことになるため、追って送付。 

 

 

 

 

  



３．計画に基づき実施する事業 

 (1) 事業の内容等 

① ○○県全体（注２） 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅医療に係る多職種連携推進研修事業 

 

【総事業費】 

○○千円 

事業の実施

主体 

○○県、○○県医師会、○○県看護協会等 

 

事業の目標 アウトカム：研修会に参加した地域数（市町村単位等） 

アウトプット：研修会に参加した地域のうち、実際に多職種連携に関す

る取組を実施した地域数（市町村単位等） 

 

事業の期間 平成２６年○月○日～平成２７年○月○日 

 

事業の内容 各地域（市町村や日常生活圏域単位）で多職種連携が推進されるように、

各地域の関係者を対象に、多職種連携の意義や多職種連携の具体的な取

組方法について学ぶ研修を実施する。 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

基金 国 (千円) 

都道

府県 

(千円) 民 (千円) 

その他 (千円) 

備考  

 （注２）県西部、県中央部、○○、…及び○○（医療介護総合確保区域）を集合したもの

として「○○県全体」と記載。 

 

② 県西部（※対象となる医療介護総合確保区域） 

 … 以下、同様の内容を区域ごとに記載 

 



③ 県中央部及び県東部（※事業が複数の区域にまたがる場合、その複数区域ごとに記載。） 

 … 以下、同様の内容を区域ごとに記載 

 

 

(2) 事業の実施状況 

※本項目については、平成 27年度以降の都道府県計画において提出いただくことになるため、追って送付。 

 


